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10月施行の健康保険・厚生年金保険の適用拡大の概要について

　令和 6年 10 月から従業員数（厚生年金保険の被保険者数）50人超 100 人以下の事業所でも、パート
タイマーやアルバイトの方（以下「短時間労働者」という。）が社会保険（健康保険・厚生年金保険）に加
入することになる適用拡大の第 3弾が実施されます。

1．特定適用事業所の概要
社会保険の適用拡大が義務付けられる特定適用事業所とは、1年のうち 6か月間以上、適用事業所の厚生年金保険の被保険
者（短時間労働者は含まず、共済組合員を含みます。）の総数が 101 人以上となることが見込まれる企業等のことですが、
令和 6年 10月からは適用事業所の厚生年金保険の被保険者数が 51人以上の企業等で働く短時間労働者の社会保険加入が義
務化されます。対象となる事業所には、日本年金機構から令和 6年 9月上旬に「特定適用事業所該当事前のお知らせ」を、
令和 6年 10月上旬に「特定適用事業所該当通知書」を送付することになっています。

＊厚生年金保険の被保険者数の総数の考え方
【法人事業所】の場合は、同一の法人番号を有する全ての適用事業所に使用される厚生年金保険の被保険者の総数が 12か
月のうち、6か月以上 50人を超えることが見込まれる場合です。【個人事業所】では、適用事業所ごとに使用される厚生
年金保険の被保険者の総数が 12か月のうち、6か月以上 50人を超えることが見込まれる場合です。

2．任意特定適用事業所の概要
厚生年金保険の被保険者数が基準に満たない（現在は 100 人以下、令和 6年 10月からは 50人以下。）企業等であっても、
被保険者の同意に基づき、一定の手続きを経て短時間労働者の適用拡大の対象事業所（任意特定適用事業所）になることが
できます。

3．短時間労働者の概要
上記の「特定適用事業所」、「任意特定適用事業所」または「国・地方公共団体に属する事業所」（被保険者数にかかわらず。）
に勤務する、1週間の所定労働時間または 1月の所定労働日数が通常の労働者の 4分の 3未満で、かつ、次の①から③のす
べてに該当する方が短時間労働者として健康保険・厚生年金保険の加入対象になります。

①週の所定労働時間が 20時間以上であること
算定方法は 1年間の月数を「12」、週数を「52」として週の労働時間に換算します。
＊１か月単位の場合は、1か月の所定労働時間を 12分の 52で除して算定します。また、特定の月に例外的な長短がある
場合は特定の月を除いて算定します。
＊ 1年単位の場合は、1年間の所定労働時間を 52で除して算定します。

②所定内賃金が月額 8.8 万円以上であること
＊週給、日給および時間給を月額に換算したものに、各諸手当等を含めた所定内賃金の額が 8.8 万円以上であるかで判定
します。ただし、次に掲げる賃金は除きます。
●　臨時に支払われる賃金および 1月を超える期間ごとに支払われる賃金（例：結婚手当、賞与等）
●　時間外労働、休日労働および深夜労働に対して支払われる賃金（例：割増賃金等）
●　最低賃金法で算入しないと定めた賃金（例：精皆勤手当、通勤手当、家族手当）

③学生でないこと
＊大学、高等学校、専修学校および各種学校（修業年限が 1年以上の課程に限る。）等に在学する生徒は適用対象外です。
ただし、卒業した後も引き続き当該適用事業所に使用されることとなっている者、休学中の者、定時制課程及び通信制
課程に在学する者その他これらに準じる者 (いわゆる社会人大学院生等 )は被保険者となります。

　最後に、特定適用事業所に該当するかは、令和 6年 10月の時点での厚生年金保険の被保険者数ではないため、事前に対
象の事業所か確認して対応を進めて行きましょう。

参考文献：　厚生労働省および日本年金機構のホームページ

【参考リンク先】
＊短時間労働者に対する健康保険・厚生年金保険の更なる適用拡大に係る事務の取扱いに関するＱ＆Ａ集（厚生労働省）

https://www.mhlw.go.jp/hourei/doc/tsuchi/T240124T0010.pdf
＊短時間労働者に対する健康保険・厚生年金保険の適用の拡大（日本年金機構）

https://www.nenkin.go.jp/service/kounen/tekiyo/jigyosho/tanjikan.html
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藤沢法人会は
e-Taxを推進しています！

令和6年1月からの新NISA制度

東京地方税理士会　藤沢支部
長谷　朋税金よもやま話 第

133
回

2024 年 1月から始まった新NISA 制度は年間投資可能枠が大幅に増加し、非課税保有期間が無期限化
されたり、投資可能期間も恒久化されるなど非常にポジティブな内容へ大きく変更となりました。
この新NISA制度は従来の制度とどのように違うのか気になる方も多いかと思います。
今回は 2024 年から新しく始まったNISA制度の概要をご案内いたします。

1.NISAとは個人投資家のための税制優遇制度
「そもそもNISA って何？」と思われている方も多いかもしれませんので、
簡単にNISAの制度をおさらいします。
NISA は毎年一定金額の範囲内で購入した金融商品から得られる利益が非課
税になる制度です。
通常、株式や投資信託などの金融商品に投資をして売却する際に得た利益に
は約 20％の税金がかかります。
例えば、100万円を投資して売却時の資産評価額が 150万円（利益 :50 万円）
になっていたとします。
この時、一般口座や特定口座などの課税口座で保有していた場合は売却時に
10万円（50万円× 20％）が課税されます。しかし、NISA口座で保有して
いた場合は利益に課税されないので、全ての利益が手元に残ります。
このようにNISAのような税制優遇制度を通じて国は個人の資産形成を推進
しています。
2. 新 NISAと旧NISAの違い
2023 年までの旧NISAと 2024 年からの新NISAの違いをまとめた表が次のようになります。
（1）年間投資可能枠

従来の一般NISA は「成長投資枠」として再編成され、年間の積立上限が 240 万円（従来 120 万円）までとされて 2
倍になり、従来のつみたてNISAは「つみたて投資枠」として再編成され、年間の積立上限が 120万円（従来 40万円）
までとされて 3倍になりました。
さらに新NISAでは「成長投資枠」と「つみたて投資枠」の併用が可能となり年間投資額は合計 360 万円まで可能とな
りました。

（2）非課税保有期間
新NISA が恒久的な制度とされたことで、非課税保有期間が無期限（従来は一般 5年、つみたて 20年）とされ、口座
開設可能期間についても期限が撤廃されました。

（3）非課税保有限度額
生涯の積立上限額は、老後等に備えた十分な資産形成を可能とする観点から「成長投資枠」と「つみたて投資枠」との
総額で 1800 万円とされますが、そのうち「成長投資枠」の積立上限額は 1200 万円とされています。
積立上限額はNISAのそれぞれの枠に受け入れられている購入代価の合計額で計算されますので、既に譲渡した株式等
の購入代価は含まれず、時価の変動による増減も加味されません。

3. 新 NISA制度のねらい
生涯の積立上限額に比して、年間の投資上限額が大きく設定されている趣旨は、個人のライフステージに応じて、資金に余
裕があるときに短期間で集中的な投資を行うニーズにも対応できることが念頭に置かれているとのことです。
NISA制度の拡大・拡充は、長期的な資産形成を目的とし、若い世代の関心も高まっているようです。
「人生 100年時代」ともいわれる中、老後の資産形成にも一定の役割を果たすものと期待されています。

現行のNISA（〜 2023） 新しいNISA（2024〜）
制度名称 つみたてNISA 一般NISA つみたて投資枠 成長投資枠

年間投資可能枠 40万円 120万円 120万円 240万円
非課税保有期間 20年間 5年間 無期限化

非課税保有限度額 800万円 600万円 1800万円
（うち成長投資枠は 1200万円）

口 座 開 設 期 間 2023年まで 恒久化

投 資 対 象 商 品 長期の積立・分散投資
に適した一定の投資信託 上場株式・投資信託等 長期の積立・分散投資

に適した一定の投資信託 上場株式・投資信託等

対 象 年 齢 18歳以上

現行制度との関係
2023年末までに現行の一般NISA 及びつみたてNISA 制度において投資した

商品は、新しい制度の外枠で、現行制度における非課税措置を適用
*現行制度から新しい制度へのロールオーバーは不可
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